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7 2023（令和5年）

国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月10日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請
� 7月18日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付
� 7月31日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 7月31日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税等の中

間申告（年3回の場合）� 7月31日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月10日
労　務／�労働保険料（概算・確定）申告書の提出・

（全期・１期分）の納付� 7月10日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月18日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）�7月31日

　賃上げ促進税制では、対象となる「給与等」
について、会計上どのような科目で費用計上
するかは特に限定していません。事業主が職
場つみたてNISAを利用する従業員へ給付す
る奨励金を福利厚生費など給与以外で費用計
上していても、その奨励金は同税制の対象と
なる「給与等」に該当します。

ワンポイント 賃上げ促進税制とNISA奨励金

7 月 の 税 務 と 労 務7月 （文月）JULY

17日・海の日
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7 月号─2

　

高
額
療
養
費
は
、
同
一
月
に

か
か
っ
た
医
療
費
の
自
己
負
担

額
が
高
額
に
な
っ
た
場
合
に
、
一
定

の
金
額
（
自
己
負
担
限
度
額
）
を
超

え
た
分
が
後
で
払
い
戻
さ
れ
る
制
度

で
す
。

　

自
己
負
担
限
度
額
は
、
所
得
区
分

や
年
齢
に
よ
り
異
な
り
ま
す
（
次
頁

表
参
照
）。

　

手
続
き
方
法
を
教
え
て
く
だ

さ
い
。

　
「
健
康
保
険
高
額
療
養
費
支

給
申
請
書
」
を
作
成
し
、
保
険

者
に
提
出
し
ま
す
（
協
会
け
ん
ぽ
の

場
合
、
都
道
府
県
の
各
支
部
に
郵
送

も
で
き
ま
す
）。
書
類
は
暦
月
単
位

で
作
成
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

申
請
書
は
ど
こ
で
入
手
を
す

れ
ば
よ
い
で
す
か
。

　

協
会
け
ん
ぽ
の
場
合
は
、ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

が
で
き
ま
す
。
申
請
書
の
ほ
か
、
記

入
例
や
記
入
方
法
が
書
か
れ
た
手
引

き
も
公
開
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

健
康
保
険
組
合
の
場
合
は
、
職
場

の
健
康
保
険
等
を
担
当
す
る
部
門
ま

た
は
各
健
康
保
険
組
合
に
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

申
請
の
際
に
添
付
す
る
書
類

は
あ
り
ま
す
か
。

　

添
付
書
類
は
、
個
々
の
状
況

に
応
じ
て
異
な
り
ま
す
。
例
え

ば
、
自
己
負
担
限
度
額
の
所
得
区
分

（
後
述
）
が
低
所
得
者
に
該
当
す
る

場
合
は
「
非
課
税
証
明
書
」
を
求
め

ら
れ
ま
す
。

　

高
額
療
養
費
が
払
わ
れ
る
ま

で
に
は
ど
の
く
ら
い
の
期
間
が

か
か
り
ま
す
か
。

　

医
療
機
関
等
か
ら
提
出
さ
れ

る
診
療
報
酬
明
細
書
（
レ
セ
プ

ト
）の
審
査
を
経
て
行
い
ま
す
の
で
、

診
療
月
か
ら
３
か
月
以
上
か
か
り
ま

す
。　

医
療
費
が
足
り
ま
せ
ん
。
補

助
制
度
は
あ
り
ま
す
か
。

　

高
額
療
養
費
支
給
見
込
額
の

８
割
相
当
額
を
無
利
子
で
貸
付

す
る
「
高
額
医
療
費
貸
付
制
度
」
が

あ
り
ま
す
。
高
額
療
養
費
の
支
給
を

行
う
と
き
に
、
貸
付
金
と
の
清
算
を

行
っ
た
上
で
、
残
金
は
指
定
さ
れ
た

金
融
機
関
に
振
り
込
ま
れ
ま
す
。

　

入
院
を
予
定
し
て
お
り
、
窓

口
で
支
払
う
金
額
が
高
く
な
り

そ
う
で
す
。
費
用
負
担
を
抑
え
る
方

法
は
あ
り
ま
す
か
。

　

医
療
費
が
高
額
に
な
る
こ
と

が
事
前
に
わ
か
っ
て
い
る
場
合

に
は
、「
限
度
額
適
用
認
定
証
」
の

発
行
手
続
き
を
し
、
窓
口
で
の
支
払

い
を
自
己
負
担
限
度
額
ま
で
に
と
ど

め
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

　

70
歳
以
上
75
歳
未
満
で
所
得
区
分

（
次
頁
表
）
が
一
般
、
現
役
並
み
Ⅲ

の
方
は
「
高
齢
受
給
者
証
」
を
提
示

す
る
こ
と
に
よ
り
、
医
療
機
関
の
窓

口
負
担
が
自
己
負
担
限
度
額
ま
で
と

な
り
ま
す
。

二
　
支
給
額
・
自
己
負
担
限
度
額

　

高
額
療
養
費
は
ど
の
よ
う
に

計
算
さ
れ
る
の
で
す
か
。

　

窓
口
で
負
担
し
た
金
額
の
う

ち
、
自
己
負
担
限
度
額
を
上
回

る
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、

保
険
外
の
診
療
、食
事
代
、差
額
ベ
ッ

ド
代
な
ど
は
対
象
外
で
す
。

　

被
扶
養
者
が
通
院
し
て
負
担

し
た
金
額
も
高
額
療
養
費
の
対

象
と
な
り
ま
す
か
。

　

は
い
。
被
扶
養
者
の
療
養
等

に
よ
る
も
の
も
対
象
に
な
り
ま

　

健
康
保
険
制
度
に
は
、
高
額
な
医

療
費
を
支
払
っ
た
と
き
に
、「
高
額

療
養
費
」
と
し
て
自
己
負
担
し
た
金

額
の
払
い
戻
し
を
受
け
ら
れ
る
制
度

が
あ
り
ま
す
。
今
回
は
、
こ
の
高
額

療
養
費
制
度
に
つ
い
て
Q
＆
A
形
式

で
解
説
い
た
し
ま
す
。

　

な
お
、
健
康
保
険
の
保
険
者
（
医

療
保
険
制
度
の
運
営
者
）は
、「
協
会

け
ん
ぽ
」
と
「
健
康
保
険
組
合
」
の
２

種
類
に
大
別
す
る
こ
と
が
で
き
、
今

回
は
、
主
に
協
会
け
ん
ぽ
の
制
度
に

基
づ
い
て
記
載
し
て
い
ま
す
。
健
康

保
険
組
合
は
、
健
康
保
険
組
合
ご
と

に
手
続
き
や
給
付
内
容
（
例
え
ば
、

法
令
を
上
回
る
付
加
給
付
な
ど
）
が

異
な
る
場
合
も
あ
り
ま
す
の
で
、
各

健
康
保
険
組
合
の
案
内
を
ご
参
照
く

だ
さ
い
。

一
　
制
度
概
要

　

高
額
療
養
費
と
は
ど
の
よ
う

な
制
度
で
し
ょ
う
か
。

Q

QQ

Q

Q

Q

QQ

Q

AAA

AAA

AAA

高
額
な
医
療
費
を
支
払
っ
た
と
き

の
保
険
給
付
（
高
額
療
養
費
制
度
）



3─7月号

す
。
自
己
負
担
額
は
世
帯
（
被
保
険

者
と
そ
の
被
扶
養
者
）
で
合
算
し
、

限
度
額
を
超
え
た
も
の
を
高
額
療
養

費
と
し
て
受
給
で
き
ま
す
。

　
「
自
己
負
担
額
を
世
帯
で
合

算
す
る
」
と
は
ど
の
よ
う
な
こ

と
で
し
ょ
う
か
。

　

70
歳
未
満
の
場
合
は
、
医
療

機
関
の
窓
口
ご
と
に
支
払
っ
た

自
己
負
担
額
（
１
か
月
分
）
を
計
算

し
、
２
万
１
０
０
０
円
以
上
の
も
の

を
合
算
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
な

お
、
同
じ
医
療
機
関
で
あ
っ
て
も
、

医
科
入
院
、
医
科
外
来
、
歯
科
入
院
、

歯
科
外
来
に
わ
け
て
計
算
す
る
こ
と

に
注
意
が
必
要
で
す
。

　

例
え
ば
、
同
一
病
院
へ
の
入
院
で

１
万
５
０
０
０
円
、
外
来
で
１
万
円

を
負
担
し
た
場
合
は
、
い
ず
れ
も

２
万
１
０
０
０
円
に
満
た
な
い
た
め

合
算
対
象
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

　

70
歳
以
上
の
場
合
、
２
万
１
０
０

０
円
以
上
の
要
件
は
な
く
、
自
己
負

担
額
を
す
べ
て
合
算
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

　

年
間
の
医
療
費
が
高
額
と
な

る
と
き
に
、
高
額
療
養
費
は
ど

の
よ
う
に
な
り
ま
す
か
。

　

同
一
世
帯
で
１
年
間
（
診
療

月
を
含
め
た
直
近
12
か
月
）
に

３
回
以
上
高
額
療
養
費

の
支
給
を
受
け
て
い
る

場
合
は
、
４
回
目
か
ら

は
自
己
負
担
限
度
額
が

変
わ
り
ま
す（
下
表「
多

数
該
当
」参
照
）。

　

そ
の
ほ
か
、
70
歳
以

上
75
歳
未
満
の
場
合
で

基
準
日
（
７
月
31
日
）

時
点
の
所
得
区
分
が
、

一
般
所
得
区
分
ま
た
は

低
所
得
区
分
に
該
当
す

る
と
き
は
、
前
年
８
月

１
日
〜
７
月
31
日
ま
で

の
う
ち
、
一
般
区
分
ま

た
は
低
所
得
区
分
で

あ
っ
た
月
の
１
年
間
の

外
来
療
養
の
自
己
負
担

限
度
額
の
合
計
が

14
万
４
０
０
０
円
を
超

え
た
場
合
に
、
そ
の
超

え
た
金
額
を
支
給
、
人

工
透
析
を
実
施
し
て
い

る
慢
性
腎
不
全
の
患
者

に
つ
い
て
、
自
己
負
担

の
限
度
額
を
１
万
円
に

す
る
等
の
制
度
も
あ
り

ま
す
。

QQA A

自己負担限度額　70歳未満
所得区分 自己負担限度額 多数該当

区分ア（標準報酬月額 83 万円以上） 252,600 円＋（総医療費－ 842,000 円）× 1％ 140,100 円
区分イ（標準報酬月額 53 万〜 79 万円） 167,400 円＋（総医療費－ 558,000 円）× 1％ 93,000 円
区分ウ（標準報酬月額 28 万〜 50 万円） 180,100 円＋（総医療費－ 267,000 円）× 1％ 44,400 円
区分エ（標準報酬月額 26 万円以下） 157,600 円 44,400 円
区分オ（低所得者）
（被保険者が市区町村民税の非課税者等） 135,400 円 24,600 円

自己負担限度額　70歳以上75歳未満

所得区分
自己負担限度額

外来（個人ごと） 外来・入院（世帯）

①
現
役
並
み
所
得
者

現役並みⅢ
（標準報酬月額83万円以上で高齢
受給者証の負担割合が3割の方）

252,600円+（総医療費−842,000円）×1％
［多数該当：140,100円］

現役並みⅡ
（標準報酬月額53万〜79万円で高
齢受給者証の負担割合が3割の方）

167,400円+（総医療費−558,000円）×1％
［多数該当：93,000円］

現役並みⅠ
（標準報酬月額28万〜50万円で高
齢受給者証の負担割合が3割の方）

80,100円+（総医療費−267,000円）×1％
［多数該当：44,400円］

②一般所得者
（①および③以外の方）

18,000円
（年間上限14.4万円）

57,600円
［多数該当：44,400円］

③低所得者
Ⅱ（※1）

8,000円
24,600円

Ⅰ（※2） 15,000円
※1：被保険者が市区町村民税の非課税者等である場合
※2：被保険者とその扶養家族全ての収入から必要経費・控除額を除いた後の所得がない場合



7 月号─4

　「就活ハラスメント」とは、就職活動中
やインターンシップの学生等に対するセク
シュアルハラスメントやパワーハラスメン
トのことをいいます。
１　企業のリスク
　就活ハラスメントには、以下のような様々
なリスクを生じる可能性がありますので、
注意が必要です。
・　「就活ハラスメントを起こした会社」
として、企業の社会的信用を失い、企業
イメージが低下する

・　就職後の職場でもハラスメントが横行
している会社だと学生に認識され、応募
が減少する

・　働いている従業員にも、働く意欲やモ
ラルの低下により生産性に悪影響が及
び、貴重な人材が退職・流失する

・　会社の使用者責任が問われ、ハラスメ
ント被害者から損害賠償請求を受ける

・　ハラスメント行為を行った行為者は刑
事責任を問われる場合がある　など
２　未然防止措置および発生時の対応
　未然に防ぐための措置としては、次のよ
うなものがあります。
・　ハラスメント防止の方針を明確化する
・　行為者を処分する規則（懲戒処分等）
を作成・周知する
・　防止体制を整備（研修実施、学生と接
するときは複数名で対応する等）する
・　相談窓口を設置する　など
　以下は、社内で就活ハラスメントが生じ
たときに実施する手順の例です。
①　事実確認（被害者のプライバシー保護
を前提に迅速かつ適切に）
②　被害者の救済
③　社内における措置（就業規則等の懲戒
規定に基づき、行為者へ必要な措置）
④　再発防止策の検討・実施
　なお、厚生労働省のホームページにて、
防止対策の企業事例集なども公開されてい
ますので、ご活用ください。

就活ハラスメントの防止対策

　令和5年3月20日からハローワークで使
用する職業分類が新しくなりました。
　職業分類は、ハローワークインターネッ
トサービス上で求人情報や求職情報を検索
する際の項目として使用されています。
　求人の申込みをする企業の職業分類番号
は、原則としてシステム上で自動変換され
ていますが、一部の自動変換できないもの
には移行用の臨時番号が付されています。
　なお、求人の職業分類番号が自動変換さ
れて表示されている場合でも、「○○○（移
行用）」とあるときは、職業分類がさらに
細分化されているケースがあります。内容
を確認し、適切な職業分類番号（項目名）
に修正していくとよいでしょう。
　求人と求職のミスマッチを回避し、就職
につながりやすくするためにも、職業分類
を確認し、実態にあった内容で登録してお
くことをお勧めします。

ハローワークで使用する職業
分類の変更　

業
務
に
起
因
す
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
は
労
災
保
険
給
付
の

対
象
と
さ
れ
、
令
和
5
年
5
月
に
同

感
染
症
が
感
染
症
法
上
5
類
感
染
症

に
変
更
さ
れ
た
後
に
お
い
て
も
、
こ

の
取
扱
い
に
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん（
厚

生
労
働
省
公
表
）。

　
た
だ
し
、
5
類
感
染
症
に
変
更
さ

れ
た
後
の
発
病
に
対
す
る
労
災
保
険

給
付
は
、
労
災
保
険
料
へ
の
影
響
が

あ
り
得
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
（
労
災

保
険
料
の
メ
リ
ッ
ト
制
の
要
件
に
該

当
す
る
事
業
場
の
場
合
）。

※�

メ
リ
ッ
ト
制
と
は
…
労
災
保
険
給

付
の
多
寡
に
よ
り
、
給
付
が
あ
っ

た
年
度
の
翌
々
年
度
以
降
の
労
災

保
険
料
等
を
増
減
さ
せ
る
制
度

（
一
定
要
件
に
該
当
す
る
事
業
場

が
対
象
）
で
す
。
5
類
変
更
前
に

生
じ
た
同
感
染
症
へ
の
労
災
保
険

給
付
は
メ
リ
ッ
ト
制
の
対
象
外
と

さ
れ
て
い
ま
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
5
類
変
更
後
の
労
災
保
険
給
付


